
 

東日本大震災の義援募金を実施します 
 3 月 11 日に発生した大震災の義援募金を実施します。各

分会・群に募金袋を配布しております。お一人 1,000 円を

目安に呼びかけます。基本的には組合の上部団体である全

建総連が呼びかけている被災者支援（義援金）と、救援活

動に使用します。すでに他の団体等でも募金に応じておら

れることと思いますが、ぜひともご協力をお願いします。 

 

産業廃棄物処理学習会【東京都連主催】 
とき 4 月 25 日 13 時 30 分～16 時 

場所 全建総連会館 1F 会議室予定 

申込 支部・担当相田まで電話で申し込む 

 

WEB 版「家造マップ」に登録して自社をアピール！ 
 東京土建本部が開設した「家造マップ」は現在 70 社が

登録を行いました。登録業者が 100 社を超えた時点で正式

オープンとなります。 

 登録は東京土建 HP「DON-NET」から行います。 

http://www.tokyo-doken.or.jp/ 

登録は無料です。（東京土建の組合員に限ります）積極

的なご応募・登録をお願いいたします。 

 

今年の住宅デーは 6月 5日（日）の予定です！ 
例年ご尽力いただいております春の住宅デー統一開催

日は 6月 5日（日）を予定しております。 

ここ数年は「イベント型」を押し出し賑やかな会場つく

りをお願いして参りましたが、今年は震災を考慮し家具転

倒防止や包丁研ぎを利用した募金活動などの会場とする

予定です。詳細は追って分会へご連絡します。 

 

計画停電に伴う時間外労働の取り扱いについて 
労働基準法第 26 条 

使用者の責めに帰すべき事由による休業の場合は、使用

者は休業期間中労働者に、平均賃金の 100 分の 60 以上の

手当てを支払わなければなりません。 

→今回のような震災起因の停電による休業は使用者の責

めに帰すべき事由に該当しないため、休業手当の支払いは

必要ありません。 

 各事業所におかれましては、適切なお取り扱いをお願い

いたします。 

 

個人事業の皆様へ 

法人設立の際には厚生年金の適用が必須です 
 法人を設立すると、例え社長一人の会社であっても厚生

年金の適用が義務になります。法人設立後も土建国保を続

ける場合、法人設立から 5日以内の手続きが必要です。忘

れると土建国保脱退となります。社労士の中には土建国保

に詳しくない方もおり、「後で大丈夫」などという場合が

ありますが、誤りです。必ず組合へ事前にご相談下さい。 

 

震災の法的対応【資材不足・材料高騰】 
震災により、工場の停止や被災地への優先的な配分など

で、「仕事は依頼されているが材料がないので着工できな

い」「工事が途中で止まってしまった」「材料が値上がりし

て契約時の見積もり金額では合わなくなってしまいそう」

などの声が寄せられています。 

東京土建本部 HP ニュース「震災による工事等の遅れへ

の法的対応」の中で 

→［その１］資材調達の遅れには合意書・契約書の変更

で対応を 

→［その２］資材価格が高騰した場合の対応策 

とした柱で細かく解説されています。ぜひお読みくださ

い。 

 

新宿区の耐震助成事業 
① 木造耐震改修工事への補助 

昭和 56年以前に着工された木造住宅で階数が 2以下、

道路突出なしなどの条件がそろえば最高 300 万円の補

助が受けられます。助成を受けるには区が実施してい

る無料の予備耐震診断（ステップ 1）、上限 15 万円まで

補助が出る精密診断＆補強設計（ステップ 2）を通過す

る必要があります。 

 

② 耐震シェルター、耐震ベッドへの補助 
上記と同条件で予備耐震診断（ステップ 1）で要補強

と診断された場合に補助金が出ます。 

耐震シェルター設置費用の 9/10（上限 45 万円）、耐震

ベッド設置費用の 9/10（上限 35 万円）です。 

 

③ ブロック塀の除去に対する補助 
区内のブロック塀除去に対する補助事業です。道路

に沿って設けられたもので安全が確認できない高さ

1.0ｍ以上のものについて 20 万円を上限に補助されま

す。 

※いずれも新宿区役所地域整備課の事業です。補助金を受

けるためには事前の申請が必要です。利用にあたっては必

ずご自身で確認をお願いします。 

新宿区役所地域整備課 03-5273-3829（耐震担当） 

 

今月の大衆動員

日 時間 場所・備考

第82回メーデー 5月1日(日) 10時00分 代々木公園

今月の宣伝行動

日 時間 場所・備考

消費税宣伝 4月12日(火) 17時30分
地蔵通り・戸山
生協の2か所。
詳細は議案参照

社保協宣伝 4月25日(月) 17時00分 四谷丸正前  

 

無料法律相談会 
顧問弁護士がご相談に応じます 

4 月 20 日（木） 5 月 20 日（金） 

時間は午後 1時 30 分～4時 

申込みは 組合まで（３３６２）２１６１ No259 号（2011 年 4 月 8 日）東京土建新宿支部 


